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資料１５－４



迷惑メール対策は、平成17年の特定電子メール法の改正や、技術的対策等により、一定の成果は上がって
いるが、悪質化・巧妙化も進み、以下の問題も生じている。

○ 迷惑メールにおける最近の問題点

1.現行の規制方式である オプトアウト方式の形骸化

※ オプトアウト方式：受信の拒否を伝えたメールについて以後の送信を認めない方式

2. ボットネットによる迷惑メールの送信の増加

※ ボットネット：第三者のコンピュータを不正に利用して迷惑メールを送信する手法

3. フィッシングメールによる被害

※ フィッシングメール：銀行等からのメールを装い個人のパスワード等を搾取するメール

4．海外発の迷惑メール送信の増加

２．現状２．現状

迷惑メールへの対応（特定電子メール法の見直し等）①迷惑メールへの対応（特定電子メール法の見直し等）①

平成13年頃 携帯電話に着信する迷惑メールが社会問題化

平成14年 特定電子メール法（※）成立
※ 正式名称：特定電子メールの送信の適正化等に関する法律

平成17年 特定電子メール法改正（対象拡大・罰則強化等）

※ 同法の附則第７条では、施行後3年以内に「この法律の施行の状況について検討を加え、その
結果に基づいて必要な措置を講ずる」旨、規定。）

→ 来年１０月までに検討を行い、法改正を含め必要な措置を講ずることが必要

１．経緯１．経緯



このため、本年７月から、「迷惑メールへの対応の在り方に関する研究会」 （座長：新美育文明治大学教

授）を開催し、法制度の見直しを含め、総合的な迷惑メール対策を検討。

３．迷惑メールへの対応の在り方に関する研究会３．迷惑メールへの対応の在り方に関する研究会

○ 研究会での検討項目

1. 法制度の見直し （オプトアウト方式の見直し、ボットネット、フィッシングメール対策等）

2. 電気通信事業者による自主規制 （迷惑メール送信者に対する利用停止等）

3. 技術的解決策 （送信者認証技術の導入、迷惑メール対策技術の普及等）

4. 利用者啓発 （フィルタリングサービスの積極的な活用等）

5. 国際協調 （迷惑メール対策に関する諸外国との協調推進）

○ スケジュール

年内に中間取りまとめ → 次期通常国会に改正法案を提出できるよう準備

迷惑メールへの対応（特定電子メール法の見直し等）②迷惑メールへの対応（特定電子メール法の見直し等）②
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「迷惑メールへの対応の在り方に関する研究会」「迷惑メールへの対応の在り方に関する研究会」 スケジュールスケジュール

平成 19 年 7 月２４日  第１回 ・迷惑メール対策の現状と対応策の検討の方向性について 
 
 

８月 22 日  第２回  ・迷惑メールの現状と対策について 
                  ・諸外国の迷惑メールに対する規制について 
                  ・法制度の在り方についての論点（案） 
 
 

９月 27 日 第３回 ・迷惑メール対策の課題等について 
（予定）        ・論点整理 

 
 

１０月 16 日 第４回 ・中間とりまとめ案について 
（予定）             

 
 

中間とりまとめ案についてパブリックコメント募集（１ヶ月） 
 
 

年内     第５回 ・中間とりまとめ 
                  ・今後の進め方について 
 

※平成２０年６月頃を目途に最終とりまとめ 


